
独立行政法人環境再生保全機構 令和３年度計画 

令和３年３月 

（序 文） 
独立行政法人環境再生保全機構（以下「機構」という。）は、「独立行政法人通則法」

（平成11年法律第103号）第31条の規定に基づき、令和３年度における機構の業務運営に
関する計画（年度計画）を次のとおり定める。 

（補記）以下、「前中期目標期間実績」とは、第３期中期目標期間における、平成26～29年度の実績を表す。 
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第１ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためと
るべき措置  

１．公害健康被害の補償に関する業務  

（１）徴収業務  

(A) 汚染負荷量賦課金の徴収率（申告率）：99％以上（前中期目標期間実績：99％以
上）を達成するため、以下の取組を行う。 

① 補償給付費等の支給に必要な費用を確保するため、申告の受付・相談窓口等
を委託している受託事業者への効果的指導及び納付義務者からの相談、質問
事項等への的確な対応を行う。 

② 納付義務者に対しては、申告及び納付期限の遵守について指導を行うととも
に、未申告納付義務者に対しては、外部専門家の一層の支援を受け、個々の
納付義務者の実情を調査・検討し、有効な対策を講じて申告督励を実施す
る。 

(B) 汚染負荷量賦課金の申告額に対する収納率：99％以上（前中期目標期間実績：99％
以上）を達成するため、以下の取組を行う。 
これらの取組により、廃業や破産等の手続中のものを除き、100％収納を確保す

る。 

① 未納の納付義務者に対しては、新型コロナウイルス感染症対策を講じつつ、
電話、文書及び現地訪問等による納付督励を実施する。 

② 督励に応じなかった未納の納付義務者に対しては、個々の事案に応じ機構が
法令に基づき取り得る措置を講じる。 

(C) 制度の適正性・公平性の確保を図るため、以下の取組を行う。 

① 納付義務者に対しては、申告及び納付期限の遵守について指導を行うとと
もに、未申告納付義務者に対しては、外部専門家の一層の支援を受け、
個々の納付義務者の実情を調査・検討し、有効な対策を講じて申告督励を
実施する。((Ａ) ②と同) 

② 未納の納付義務者（滞納事業者）に対しては、新型コロナウイルス感染症対
策を講じつつ、機構において電話、文書及び現地訪問等による納付督励を実
施する。また、個々の事案に応じ機構が法令に基づき取り得る措置を講じ
る。 ((Ｂ) ①及び ②と同） 

③ 申告書の審査を行うとともに、申告内容に疑義等がある納付義務者に対し
て実地調査又は抽出調査を実施し、適正な申告となるよう指導すること
で、納付義務者からの適正・公平な賦課金申告を確保する。 
なお、実施調査を実施する場合には納付義務者の協力を得られるよう充分
な感染症対策を講じる。 

④ 申告書の審査及び実地調査を実施することで、申告額の誤りを修正又は更正
するなど適正に処理する。また、申告額の誤りの原因等について分析するこ
とで、申告誤りを防止するための適切な対策を講じる。 
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(D) 納付義務者の利便性・効率性を確保するため、以下の取組を行う。 

① オンライン等による電子申告を奨励するため、「オンライン申告促進計画」
を策定し、オンライン申告セミナー等の場において具体的な利用方法や利便
性、情報セキュリティの信頼性等について説明する。 
また、申告納付説明・相談会の場で利用方法の説明や周知・広報を行うほ

か、用紙申告及びＦＤ・ＣＤ申告の納付義務者への聴取等により利用の促進
を図る。 

② 申告手続の一層の効率化、迅速化を図るため、納付義務者の意見・要望を把
握し、徴収・審査システムの改修を行う。 
また、セキュリティ研修を行い、納付義務者の法人情報に関して、情報漏

えいなど、インシデント発生を防止する。 
③ オンライン申告の未実施又は操作に不慣れな担当者を対象に、オンライン

申告の手続や操作等を理解してもらうため、納付義務者の利便性を考慮し
たオンライン申告セミナーを、新型コロナウイルス感染症対策を講じつつ
計画的に開催し、その普及を図る。 
また、申告手続における書面・押印等の見直しに伴いオンライン申告の利
用拡大への周知を図る。 

④ 納付に係る利便性を高めるため、ペイジーを利用した収納について、申告納
付説明・相談会での利用方法の説明のほか、様々な方法で利用促進のための
周知を行う。 

⑤ 受託事業者との連携を図りつつ、申告・納付が的確に行われるよう受託事業
者と調整の上申告納付説明・相談会を開催する。 
また、同説明・相談会参加者にアンケート調査を実施し、意見・要望を把

握する。 
なお、新型コロナウイルス感染拡大の影響により同説明・相談会を集合形式
で実施できない場合には、オンライン開催、ホームページの活用、資料の充
実等を図る。 

⑥ 「申告・納付の手続き」及び「申告書類作成マニュアル」等申告関係書類に
ついて、納付義務者からの照会事項、意見等を把握し改善を図る。 

⑦ 受託事業者と連携して納付義務者からの問合せに適切に対応し、公害健康被
害補償制度についての共通の理解と認識を深める。 

また、前年度までの申告において誤りの多かった事項についての対応策を
講じるとともに、説明・相談会などを通じて徹底を図る。 

⑧ 制度や申告の手続について、正しく理解してもらうことを目的として、受託
事業者の相談・受付担当者を対象に、徴収業務の点検・指導方法を習得する
ための担当者研修会を開催する。 
なお、新型コロナウイルス感染拡大の影響により受託事業者への集合研修が
実施できない場合は、オンライン開催等柔軟に変更するなどして実施する。 

（２）納付業務  

(A) 補償給付費等の納付業務を適正かつ効率的に実施するため、以下の取組を行う。 

① 新型コロナウイルス感染拡大の影響により実施できなかった地方公共団体
を対象に指導調査を実施することで、補償給付及び公害保健福祉事業に関
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する納付申請、納付請求、変更納付申請及び実績報告書に係る手続の適正
化を図るとともに、地方公共団体の要望及び課題を環境省に報告する。 
また、公害保健福祉事業については、新型コロナウイルス感染拡大の影響

により対面による事業実施が困難となっている状況を踏まえ、オンライン開
催の事例を収集し、参考となる事例については、環境省に報告するとともに
地方公共団体に情報提供することで、地方公共団体においてもオンラインに
よる事業等を計画できるようにする。 
さらに、事業の課題を整理したうえで、解決策の検討に着手する。 

② 45地方公共団体の担当者の納付業務システムに係る要望及び研修ニーズを
把握し、その結果を踏まえ、セキュリティ対策を講じたシステム改修や研修
を実施することで、担当者が円滑に利用できるようにする。 
なお、新型コロナウイルス感染拡大の影響により研修を対面で実施できない
場合には、ナレーション付き資料を作成・配布することで、感染症対策に追
われている担当者でも理解しやすい環境を整える。  
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２．公害健康被害の予防事業に関する業務  

（１）調査研究、知識の普及・情報提供、研修  

(A) ぜん息等の発症予防・健康回復に直接つながる研究課題を重点的に行い、公募制を
継続し、透明性の確保を図るとともに、以下の取組を通じて、外部有識者委員会から
高い評価（５段階中3.5以上）を獲得し、研究の質の確保を図る。 
また、第４期より着目している高齢ぜん息罹患者は、令和元年度調査研究結果から

合併症や長期罹患により診断や治療が困難な状況であることから、引き続き、高齢の
ぜん息罹患者の実態について調査研究を行う。併せて、令和４年度から実施する調査
研究の新規公募を行う。 

①  調査研究の実施にあたり、外部有識者による年度（事後）評価を実施し、
評価結果を研究実施者等にフィードバックする。 

(B) 地方公共団体が実施するソフト３事業及び大気環境の改善事業の事業従事者等を対
象に、各事業への理解を深めるとともに、事業実施に必要な知識及び技術を理論的・
実践的に習得することを目的に、以下の取組を行う。 

 研修の実施に当たっては、ICT（情報通信技術）を積極的に活用する。 

① 地方公共団体のソフト３事業の従事者等を対象に、各事業への理解を深め事
業実施に必要な知識等を習得してもらうため、受講者へアンケートを実施し
ニーズの把握を行うとともに、応募が多い研修の参加人数を増やし、学会と
も連携して質の高いカリキュラムを組む。 

② 地方公共団体の事業従事者を対象とした研修において、受講者の取組の変化
について上長にアンケートを行い、その結果を踏まえより効果の高い研修を
実施する。 

(C) 調査研究を適切に実施するため、以下の取組を行う。 

① 調査研究費の経理処理について引き続き指導・助言を行うとともに、関係
規程に基づき現地調査を実施する。 

(D) 地域住民のぜん息等の発症予防及び健康回復並びに地域の大気環境の改善に係る知
識の普及に関して最新の情報を始め適切に情報を提供するため、以下の取組を行う。 

① ぜん息患者やその家族に科学的知見に基づく確かな医療情報等をパンフレッ
トの他、Web等を通じて積極的に提供するとともに、環境改善分野の情報提
供について的確に対応する。 

② ぜん息等電話相談や関連イベント等については、作成した予防事業シンボ
ルキャラクターも活用しつつ、「メールマガジン」「SNS（ツイッター）」な
ど多様な手段により周知を行うとともに、新しい生活様式に適合するよう
ICTを活用したオンライン開催等により実施する。 
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（２）地方公共団体への助成事業  

(A) 事業環境等の変化に的確に対応した助成事業を行うため、以下の取組を行うととも
に、新しい生活様式に合わせた事業展開等について助成事業を実施する地方公共団体
に情報提供を行う。 

① 地方公共団体への事務指導や助成事業ヒアリングの場において、事業の実施
内容等について意見交換を行い、特にぜん息等の発症予防等に直接つながる
事業について、内容の充実を図る。 

② ソフト３事業について効果的・効率的に実施していくため、事業実施効果の
測定を継続して行い、測定結果について地方公共団体と共有を図る。 

(B) 予防事業人材バンク等を活用した地方公共団体が行う助成事業を支援するため、以
下の取組を行う。 

① 予防事業人材バンク登録者の紹介と事業ノウハウをパッケージ化した事業に
ついて、新しい生活様式に合わせ、ICTを活用した実施方法を追加する。 

② 予防事業人材バンクの登録者と地方公共団体に活動事例などの情報の共有化
を図る。 

（３）公害健康被害予防基金の運用等  

(A) 予防事業の実施にあたり、以下の取組を通じ事業財源の確保を図り、効果的・効率
的に事業を実施する。 

① 公害健康被害予防基金について、市場等の動向を注視し、運用方針に基づく
安全で有利な運用を行うとともに、自立支援型公害健康被害予防事業補助
金、前中期目標期間から繰り越された目的積立金の取崩しにより事業財源の
安定的な確保を図る。 

② 予防基金の運用収入の減少傾向が続くため、前中期目標期間でとりまとめ
た「第４期中期計画における公害健康被害予防事業に関する基本方針」に
則り、ソフト３事業について、引き続き地域住民のぜん息等の発症予防、
健康回復に直接つながる事業に重点化を図る。 
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３．民間環境保全活動の助成及び振興（地球環境基金事業） 

（１）助成事業  

(A) 助成による支援を行った活動が、助成終了後も自立し持続的に継続していくこと
が、効果的な助成事業の実施の観点から重要であるとの認識に立ち、助成終了後１年
以上経過した案件の活動継続率が目標期間中に90％以上（前中期目標期間実績：最
高値86.2％）となることを目指し、コロナ禍においてもオンライン等の手法を活用
し、以下の取組を行う。 

① 助成案件の質が向上し助成終了後の継続性や発展性につながるよう助成要
件の見直しを図りつつ、助成事業アドバイザーの活用や、機構職員の能力
の向上により、高度な専門性を持って進捗管理等を行う寄り添い支援の充
実をはかる。 

② 助成期間中に、助成案件の質が向上し助成終了後の継続性や発展性につなが
るよう、研修や情報提供による助成団体への支援を行う。 

③ 助成終了後に、活動が継続しているか調査を行うだけでなく、結果を活用
し、継続や活動の自立に必要な情報提供等の支援を行う。 

(B) 助成による支援を行った活動が、目標に対して計画に沿って確実に実施され、助成
活動に関する外部有識者委員会の事後評価が平均7.5点以上（前中期目標期間実績：
平均6.7点）となるよう、コロナ禍においてもオンライン等の手法を活用し、以下の
取組を行う。 

① 助成活動が計画に沿って適切に実施されているかどうか、ヒアリングや現地
確認を適宜行うなどにより進捗状況の確認を行う。 

② 複数年にわたる助成活動については、中間期に、全活動について外部有識者
によるコンサルテーションを実施するほか、活動終了後には全活動について
事後評価を実施する。 

③ 助成活動の評価内容については、評価要領の見直しなど次年度以降の助成
金採択審議や活動計画に反映する仕組みづくりを具体的に整備し、より活動
のステップアップを図れる助成制度の構築を目指す。 

(C) 国の政策目標や社会情勢、国際的な環境保全に関する情勢を踏まえ効果的な助成が
行えるよう、コロナ禍においてもオンライン等の手法を活用し、以下の取組を行う。 

① 国の政策目標や社会情勢、国際的な環境保全に関する情勢を踏まえ外部有識
者による助成専門委員会が定める重点配慮事項に対応するよう、助成案件を
採択する。また、国内及び国際的な環境保全に関する情勢に応じて民間団体
が行う環境保全活動を支援できるよう、特別助成等のメニューを適宜設定す
る。 

② 助成活動のSDGsのゴール等について交付申請書で確認し取りまとめるなど
により、複数の目標を統合的に解決することを目指した環境保全活動を推進
する。 

③ 人材の育成と定着を図る助成方法として、若手プロジェクトリーダー支援制
度を継続するほか、プロジェクト活動費用の効果的な交付方法について検討
する。 
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(D) 助成事業が安定的に運営できるよう、また、助成金の交付を受ける団体の利便性が
向上するよう、コロナ禍においてもオンライン等の手法を活用し、以下の取組を行
う。 

① 助成を受ける団体を対象とした会計事務等に関する説明会を開催し、原則と
して参加を義務づけるとともに、複数年にわたる助成活動を行う全団体につ
いて、事務所指導調査を助成期間中に必ず１回は実施する。 

② 助成金交付が内定した団体と、目標共有の場として個別面談を実施し計画を
確定させるとともに、その後の助成金交付申請の受理から交付決定までの処
理期間を４週間（28日）以内として速やかな手続きに努める。 

③ 助成金の支給に当たり、厳正な審査は引き続き実施しつつ、事務手続の効
率化を図り利便性の向上に努める。また、助成金支払申請の事務処理につ
いては、１件当たりの平均処理期間を４週間（28日）以内とする。 

（２）振興事業  

(A) 民間団体等で環境保全活動を行う人材が将来的に継続して創出されるよう、コロナ
禍においてもオンライン等の手法を活用し、以下の取組を行う。 

① 広く国民の環境活動への積極的な参加を促すため、全国の高校生などユー
ス世代を対象に、相互研鑽や交流を目的とした発表会を地域毎及び全国規
模で２回以上開催する。 

② 全国の高校生などユース世代を対象とした研修を、民間団体、企業、自治
体等と連携して４回以上実施する。

(B) 研修や調査等の振興事業の質的向上及び効果的な実施を通じて民間団体の発展につ
なげるため、コロナ禍においてもオンライン等の手法を活用し、以下の取組を行う。 

① 研修や調査等の計画にあたっては、外部有識者による助言を受け、効果的な
カリキュラムとなるよう努める。 

② 環境保全を含む複数の目標を統合的に解決するSDGsの考え方に関する研修
を１回以上実施する。 

（３）地球環境基金の運用等  

(A) 環境NGO・NPOが行う助成活動の国民・事業者等に対する理解促進を通じて、基金
の充実につなげるためコロナ禍においてもオンライン等の手法を活用し、以下の取組
を行う。 

① ホームページ、SNSや各種媒体を通じた積極的な広報・周知を行い、地球環
境基金事業の理解促進に努める。また、環境NGO・NPOが開設するホームペ
ージのリンク化を進めることで助成活動及び個々の団体が行う活動への理解
促進、意識向上を図り、個人や企業等による寄付の確保に努める。 

② 環境に対する企業の貢献度が明確な、地球環境基金企業協働プロジェクトへ
の寄付について、前中期目標期間で受け入れた水準以上の寄付を獲得するよ
う努める。 
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(B) 安全かつ有利に資金を運用するため、以下の取組を行う。 

① 低金利が続いている状況を踏まえ、市場等の動向を一層注視しつつ、運用方
針に基づき、安全性の確保を最優先に、効果的な運用を行う。 
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４．ポリ塩化ビフェニル廃棄物処理の助成  

（１）助成業務  

(A) 透明性・公平性を確保した堅実な制度運営を図るため、以下の取組を行う。 

① 環境大臣が指定する者からの助成金の交付申請、支払申請等の内容を適正に
審査した上で交付するとともに、審査状況及び助成対象事業の実施状況など
の情報を、四半期毎にホームページ等において公表する。 

(B) 基金の適切な管理を図るため、以下の取組を行う。 

① 基金の管理状況を年１回ホームページにおいて公表する。 

５．維持管理積立金の管理  

（１）管理業務  

(A) 透明性・公平性を確保しつつ、堅実に制度を運営するため、以下の取組を行う。 

① 積立者に対し運用状況等の情報提供を着実に行うため、運用利息等を毎年度
１回通知するとともに、積立て、取戻しに対する事務を適切かつ確実に行
う。 

(B) 維持管理積立金の適正な管理を行うため、以下の取組を行う。 

① 維持管理積立金の管理状況を年１回ホームページにおいて公表する。 
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６．石綿による健康被害の救済に関する業務  

（１）認定・支給に係る業務  

(A) 療養中の方及び未申請死亡者の遺族からの認定申請・請求から認定等決定までの処
理日数について、コロナ禍により、従来の評価指標をそのまま適応することは適切で
ない状況となったものの、中央環境審議会石綿健康被害判定小委員会及び審査分科会
の医学的判定に係る審議状況等を勘案しつつ、その迅速化に向けた機構の協力強化も
含め、認定申請・請求から認定等決定までの処理日数の縮減に努めることとしてお
り、以下の取組を行う。 

① 環境大臣への申出前から医療機関に病理標本等の提出を積極的に求め、可能
な限り事前に資料を収集し判定申出を行う。 

② 申請・請求窓口である保健所においても必要な資料が整備され、かつ迅速に
受付がなされるよう、保健所説明会又はWebにより、保健所担当者に対し各
種手引等を活用し、窓口での相談業務や受付業務における留意点やポイント
を伝える。 

③ 労災保険制度の対象になり得る申請等について、厚生労働省（労災保険窓
口）に毎月、情報提供を行い、連携を図る。 

(B) 救済給付の確実な支給、認定更新申請の漏れを防止するための被認定者支援とし
て、以下の取組を行う。 

① 認定後速やかに支給を行えるようにするため、認定通知を行う部署と緊密に
連携を図り、通知作業と並行して請求書類の確認を行う。また、被認定者や
医療機関等に向けた案内資料をより分かりやすくなるよう見直し、被認定者
からの請求が円滑に行われるための取組を進める。 

② 漏れなく救済給付の支給を行うため、請求できる期限が法で定められている
葬祭料や医療費の請求対象者（他法給付を除く。）に対して、電話や文書に
より、請求手続の再案内を実施する。 

③ 認定更新の申請漏れを防ぐため、事前の案内や未申請者への状況確認・再
案内を実施するなどの取組を行い、認定更新に係る事務を適切に行う。 

④ 制度利用者へのアンケートにより、被認定者等のニーズを把握する。 

(C) 石綿健康被害者への救済制度の効果的な周知、施行前死亡者の遺族への請求期限等
の制度周知を行うため、以下の取組を行う。 

① 第３期中期目標期間の広報事業の成果を踏まえ、全国規模の広報を行う。 
② 救済制度に関する相談に的確に対応するため適宜マニュアルを見直し、窓口

相談、無料電話相談に対応する。 
③ 施行前死亡者に係る特別遺族弔慰金等の請求期限（令和４年３月27日）に

ついて、引き続き周知を行う。 
④石綿健康被害者の療養に関わる医療関係者等に救済制度を周知する。 
⑤ 中皮腫とその診断・治療、補償・救済や介護に関する制度及び緩和ケア・在

宅医療等中皮腫の療養に関わる総合的な情報を、引き続きホームページを通
じて提供する。 
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(D) 保健所等の窓口担当者への情報提供、救済制度の施行状況等に係るデータの収集・
整理・公表を行うため、以下の取組を行う。 

① 認定申請・請求の受付や相談に対応する保健所等の窓口担当者を対象とし
た説明会について、参集又はWeb形式により実施、制度に関する情報提供
を行う。また、地方公共団体が地域の医療・保健指導従事者等を対象に行
う研修会等で救済制度の説明を行う。 

② 申請・請求の受付及び認定の状況について、月次及び年次の集計を行い公表
する。 

③ 認定、支給の状況等について、制度運用に関する統計資料としてとりまと
め、公表する。 

④ 申請・請求の際に提出のあったアンケートをもとに、被認定者に関するば
く露状況調査を実施し、結果を公表する。 

(E) 指定疾病の診断・治療に携わる医療従事者等への効果的な情報提供を行うため、以
下の取組を行う。 

① 救済制度において診断実績のある医療機関等へ、最新の医学的判定の考え
方、判定に必要な医学的資料に関連する資料等を配布する。 

② 医師等の医療関係者を対象とする学会等において、指定疾病の診断・治療
等に関する最新の知見を提供するセミナーを開催する。 

③ 指定疾病の診断に関わる検査・計測技術の標準化、精度の確保・向上等を図
るための事業を実施する。 

(F) 個人情報の管理等に万全の対策を講じた制度運営を行うため、以下の取組を行う。 

① 申請書類等の管理を厳格に行うとともに、個人情報保護等に係る職員研修
を実施し、担当部署の全職員（派遣職員等を含む。）を受講させる。 

② 情報セキュリティを確保しつつ、認定・給付システムを確実に運用する。ま
た、業務機能の追加、情報セキュリティ統一基準の高度化への準拠、業務効
率性の向上等を図るため、同システムの再構築を行う。さらに、同システム
を活用して認定・支給事務の進捗状況等を随時把握し、業務を適切に管理す
る。 

③ 引き続き石綿による健康被害の救済に関する業務の見直しを進めるととも
に、より効率的かつ合理的な業務運営を行う。 

④ 今後の環境省における制度全体の施行状況の評価・検討について、情報収
集を行うとともに、必要な情報を適宜提供するなど、積極的に参画する。 

⑤ 事業者、国及び地方公共団体の全体の費用負担により、石綿健康被害者の迅
速かつ安定した救済を図るという制度趣旨を踏まえ、適切に石綿健康被害救
済基金の運用・管理を行い、基金の管理状況をホームページにおいて公表す
る。 

（２）納付義務者からの徴収業務  

(A) 納付義務者からの徴収率について、前中期目標期間実績（平均100％）を達成する
ため、以下の取組を行う。 
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① 関係法令等に従い、特別事業主が納付すべき特別拠出金の額の決定を行い
当該特別事業主に通知し、期日までに徴収を行う。 
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７．環境の保全に関する研究及び技術開発等の業務（環境研究総合推進費業務） 

（１）研究管理  

(A) 外部有識者委員会による事後評価において、より客観的・定量的な評価を行い、
「概ね当初計画通りの研究成果があがっている評価」を獲得する課題数の割合：毎年
度70％以上を確保するため、以下の取組を行う。 

① より客観性、定量性を高めた評価方法の評価基準を明確化した上、中間、
事後評価において実施する。 
また、事後評価は、従来の書面方式から、委員によるヒアリング方式に変

更して実施する。 
② 新規採択された課題についてキックオフ（ＫＯ）会合を、全ての課題につ

いて原則として年１回以上、アドバイザリーボード（ＡＤ）会合を開催
し、外部のアドバイザー及びプログラムオフィサー（ＰＯ）・機構職員によ
る研究の進め方等の助言を行う。 

③ 中間評価において５段階評価で下位３段階の低評価を受けた研究課題に対
しては、評価結果をその後の進捗管理や研究計画に反映させるための対応
方策の作成を求める。その際、プログラムディレクター（ＰＤ）と連携し
つつＰＯを中心として研究者への的確な指導・助言を行うなど、充実した
フォローアップを実施する。なお、改善が見られないなどの場合は研究費
の打ち切りを検討する。 

(B) 他の国立研究開発法人等の知見の収集・活用等を含めた、研究成果の社会実装を見
据えた的確かつ効果的な研究管理を実施するため、以下の取組を行う。 

① 環境省の政策担当者及びＰＤと連携し、ＰＯや機構職員が政策検討状況の
情報提供、助言等を行う。 
また、革新型研究開発（若手枠）の研究者に対し研究の進捗や研究遂行上

の課題に関するレポート（半期報）の提出を求め、進捗状況のフォローアッ
プや研究支援を実施する。 

② 研究成果の社会実装を推進するため、産業技術力強化法（いわゆる「日本
版バイドール制度」）に則り、研究成果による知的財産権が研究機関に帰属
するよう契約書に知的財産権の帰属に関する項目を盛り込む。また、研究
機関から出願された知的財産出願件数を把握する。 

③ 環境省が開催する追跡評価委員会に参画し、研究成果の活用状況等を把握
する。また、前年度に実施された制度評価の結果も踏まえ、他の国立研究
開発法人等の知見や事例を参考にして、次年度の公募や研究管理に活用す
る。 

④ ＫＯ会合、ＡＤ会合などがWebにて行われる場合でも適切に研究管理が行
えるようにするための方策や機構職員の研究管理能力の向上方策等を進め
る。また、ＰＤ、ＰＯ、機構が連携を図り、研究情報管理基盤システムを
活用するなどにより、研究管理を効果的、効率的に行うことによって、研
究者を支援する。 
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(C) 研究成果に係る情報発信の強化及び普及推進を図るため、以下の取組を行う。 

① 研究成果の普及・促進を図るため、研究コミュニティと連携し、新型コロナ
ウイルス感染症の影響を踏まえ、実施方法を工夫して研究成果発表会を開催
する。また、環境省の各部局及び地方の環境行政担当者に効果的な成果の普
及が図られるよう支援する。 

② 推進費で実施する研究課題について、「国民との科学・技術の対話」の開催
を促すとともに、機構ウェブサイトに開催案内を掲載するなど支援し、研究
成果を積極的に普及する。また、研究成果の国際展開・発信力の強化にむけ
て、研究者による論文化・学会発表の支援、研究成果の英文要旨の機構ホー
ムページへの掲載、国際共同研究による成果向上を評価に反映するなどの方
策を検討する。 

③ 機構において、国民を対象にしたシンポジウムやイベントをオンライン等
の方法も活用して開催し、国民対話の推進、情報発信を強化する。 

(D) 研究費の適正執行及び研究不正の防止のため、以下の取組を行う。 

① 研究費使用ルールの周知徹底及び研究公正の確保・不正使用の防止を図るた
め、実施方法を工夫して、研究者及び事務担当者向けの説明会を実施する。 

② 研究機関における適正な研究費執行の確認と適正執行の指導のため、継続
中あるいは終了した研究課題について実地検査（中間検査及び確定検査）
を行う。なお、新型コロナウイルス感染症の影響によっては書面による検
査対応を行う。中間検査は、すべての研究課題について、研究期間中に最
低１回は行うことを基本とし、計画的に行う。 

（２）公募、審査・評価及び配分業務 

(A) 行政ニーズに立脚した戦略的な研究・技術開発を推進する観点から、環境政策への
貢献が期待される高い研究レベルを確保するため、以下の取組を行う。 
これらの取組を推進することにより、応募件数は前中期目標期間中５年間の水準以上
を確保する。（前中期目標期間中５年間の実績平均値：261件／年） 

① 公募要領確定前の早い時期に推進費制度を理解していただくための説明会
を、公募要領確定後に具体的な公募内容を説明する説明会を行う。この説
明会は、オンライン開催を中心とするが、研究機関からの要望に応じて参
集型も併用して開催する。また、広報ツールの製作、学会等の研究者コミ
ュニティサイトや大学のウェブサイトへの掲載を働きかけるなど効果的な
広報を展開する。 

② 推進費の制度や公募情報の早期発信を行い、研究者が申請しやすくなるよ
う、十分な準備期間を確保する。 

(B) 若手研究者を育成・支援し、推進費の若手研究者による研究を充実するため、以下
の取組を行う。 
これらの取組を推進することにより、革新型研究開発（若手枠）の応募件数を32

件以上／年を確保する。（業務移管前２年間の実績平均値：27件／年） 
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① 前中期目標期間を上回る若手研究者の採択枠を設定するなど若手研究者の
新規性、独創性の高い研究を一層促進する。また、公募説明会では、若手
枠について積極的に周知する。 

② 新規採択課題説明会において、研究計画の作成や研究マネジメントなど若
手研究者が参考となる講習を実施することで若手研究者育成の支援を行
う。 

(C) 適切な業務運営及び研究成果の社会実装を推進する視点を踏まえた透明で公正な審
査・評価を進めるため、以下の取組を行う。 

① 環境省との協議を経て、公募の方針の審議、研究課題の評価等を行う委員
会、部会について、効果的かつ効率的に運営する。 

② 外部有識者により構成される推進委員会及び研究部会において、研究成果の
社会実装を推進する視点を踏まえつつ、研究の必要性、有効性、効率性等に
ついてより専門的な視点から公正な評価を行う。当該評価を行うに当たって
は、研究情報管理基盤システムのデータベースを活用するなどにより、研究
評価を効果的に実施する。 

(D) 予算の弾力的な執行により利便性を向上させるなど、より使い勝手の良い制度とす
るため、以下の取組を行う。 

① 研究者に効果的、効率的に研究を推進してもらうため、研究者にとって使
い勝手がよくなるよう推進費の使用ルールのより一層の改善について検討
する。また、新規に採択された課題を対象に、実施方法を工夫して説明会
を実施することなどにより、研究の進め方や研究費使用ルールを周知徹底
する。 

② 研究計画書又は交付申請書を受領後、２か月以内に契約書又は交付決定通知
を発送するなどにより、研究費の早期執行を図る。 
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第２ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置  

（１）経費の効率化  

①  一般管理費 

一般管理費（人件費、新規業務、拡充業務、事務所等借料、システム関連経費及び
租税公課等の効率化が困難であると認められる経費を除く。）について、業務運営の
効率化等の取組により、本中期目標期間の最終年度において前中期目標期間の最終年
度比で8.125％以上の削減を達成すべく所要の取組を行う。（消費増税による増加分
を除く。） 

②  業務経費 

公害健康被害補償業務、地球環境基金事業、ポリ塩化ビフェニル廃棄物処理基金に
よる助成業務、維持管理積立金の管理業務、環境研究総合推進費業務のうち補償給付
費等の法令に基づく義務的な経費以外の運営費交付金を充当する業務経費（人件費、
新規業務、拡充業務、システム関連経費及び競争的資金等の効率化が困難であると認
められる経費を除く。）及び石綿健康被害救済関係経費に係る業務経費（人件費、新
規業務、拡充業務、システム関連経費及び石綿健康被害救済給付金等の効率化が困難
であると認められる経費を除く。）について、業務運営の効率化等の取組により、本
中期目標期間の最終年度において前中期目標期間の最終年度比で５％以上の削減を達
成すべく各勘定において所要の取組を行う。（消費増税による増加分を除く。） 

（２）給与水準等の適正化  

役職員の給与水準等については、国家公務員の給与水準も十分考慮し、手当を含め
役職員給与の在り方について厳格に検証した上で適正化に取り組むとともに、その検
証結果や取組状況を公表する。 

（３）調達の合理化  

① 調達の競争性・透明性の確保 

機構が実施する調達案件は、原則として一般競争入札の方法により競争性を確保し
て実施する。 
また、随意契約の方法により契約を行うものについては、機構内部に設置する契約

手続審査委員会による事前審査及び監事・外部有識者によって構成する契約監視委員
会による事後点検等により透明性を確保する。 

② 調達等合理化の取組の推進 

「独立行政法人における調達等合理化の取組の推進について」（平成27年５月25
日総務大臣決定）に基づき、機構が策定した「調達等合理化計画」を着実に実施する
こととし、契約手続審査委員会による審査及び契約監視委員会による点検など、PDCA
サイクルによる調達等の合理化を推進する。 
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ⅰ) 調達等合理化計画の策定 
調達に関する内部統制システムを確立し、その下で公正かつ透明な調達手続に

よる適切で、迅速かつ効果的な調達を実施するため毎年度、調達等合理化計画を
策定して公表する。また、年度終了後、速やかに、調達等合理化計画の実施状況
について、自己評価を実施し、その結果を公表する。 

ⅱ) 調達等合理化計画の推進体制 
調達案件は、契約手続審査委員会において適切に競争性が確保されることなど

を審査した上で調達を実施し、その結果は、契約締結後、速やかに理事会に報告
して公表する。また、契約監視委員会において、調達等合理化計画の実施状況を
通じて、一者応札・一者応募案件及び随意契約に至った理由等について点検を受
け、その審議内容を公表する。 

第３ 予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画  

（１）財務運営の適正化  

① 適切な予算、資金計画等の作成 

別紙のとおり 

② 適切な資金運用 

「資金の管理及び運用に関する規程」を遵守し、保有する債券のリスク管理を適切に
実施するなど、資金の安全かつ有利な運用を行う。同規程に基づき設置されている資
金管理委員会による定期的な点検等を踏まえ、資金の安全な運用を行うこととする。
なお、保有債券のうち機構において定めた信用上の運用基準に該当しなくなったもの
については、適宜、適切な対応を講じるものとする。 

（２）承継業務に係る適切な債権管理等  

① 適切な債権管理等 

回収困難案件の割合が増加している状況を踏まえ、個別債務者ごとに当年度の行動
計画を立案し、債権の管理回収に取り組む。 

ⅰ) 約定弁済先への対応 
債務者の経営状況の的確な把握のため、決算書の厳格な分析などを実施する。 
万一延滞が発生した場合は、速やかに原因究明を行い、返済計画の策定を協議

するなど、延滞解消、再約定化に努める。 

ⅱ) 延滞先への対応 
延滞債権については債務者の状況を踏まえ以下のとおり実施する。 

ア 返済慫慂 
返済確実性を高めるため、保有資産の売却、他金融機関の借換、法的・私的

再生の活用等の返済策を債務者に慫慂する。 
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イ 法的処理 
延滞解消が見込めず、訴訟、競売等法的処理が適当と判断されるものについ

ては、債権の保全と確実な回収を図るため、厳正、迅速に法的処理を進める。 

ウ 償却処理 
形式破綻、あるいは実質破綻先で担保処分に移行することを決定したもの

等、償却適状となった債権は迅速に償却処理を進める。 

② 債権状況の明確化 

当年度の期首と期末の債権残高を比較し、正常債権を含めた債権区分ごとに回収
額、償却額、債権の区分移動の状況を明らかにする。 

第４ 短期借入金の限度額  

令和３年度において、一時的な資金不足等が発生した場合、その対応のための短期
借入金の限度額は、4,800百万円とする。 

第５ 不要財産又は不要財産となることが見込まれる財産がある場合には、当該財産の処分に
関する計画  

なし 

第６ 前号に規定する財産以外の重要な財産を譲渡し、又は担保に供しようとするときは、そ
の計画  

なし 

第７ 剰余金の使途  

地球環境基金事業及び環境研究総合推進費業務 
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第８ その他主務省令で定める業務運営に関する事項  

（１）施設及び設備に関する計画  

なし 

（２）職員の人事に関する計画  

第４期中期目標期間の期初の常勤職員数         148人 
第４期中期目標期間の期末の常勤職員数の見込み 148人 

（３）積立金の処分に関する事項  

第３期中期目標期間の最終事業年度において、独立行政法人通則法第44条の処理
を行ってなお積立金が生じ、主務大臣の承認を受けた金額について、公害健康被害予
防事業、環境研究総合推進費業務及び承継業務の財源並びに第３期中期目標期間以前
に自己収入財源で取得し、第４期中期目標期間へ繰り越した固定資産の減価償却に要
する費用等に充てることとする。 

（４）その他当該中期目標を達成するために必要な事項  

① 内部統制の強化 

「「独立行政法人の業務の適正を確保するための体制等の整備」について」（平成
26年11月28日総務省行政管理局長通知）等の政府方針に基づき、内部統制の強化
に関し、業務方法書に記載した事項の運用を着実に行う。 

ⅰ) 内部統制推進委員会等による取組 
機構として定める「内部統制基本方針」等に基づき、令和３年度における内部

統制を推進するための計画を策定し、内部統制推進委員会において半期毎に取組
状況の確認等を行う。また、経営と現場の対話として内部統制担当理事による職
員面談等を行う。 

ⅱ) リスク管理の強化 
半期毎にリスク管理委員会を開催して事務事故等の対応状況の確認等を行う。

機構全体でヒヤリハット事例を収集し、事務事故も含めて分析・再発防止や改善
策の検討・共有を行う。 

ⅲ) 内部統制等監視委員会による検証等 
内部統制の仕組みの有効性について、外部有識者を含む内部統制等監視委員会

において検証を行うとともに、監事監査において内部統制の評価を受ける。これ
らの検証等を踏まえ、必要に応じて機能向上のための仕組みの見直しを行う。 

ⅳ) 役職員のコンプライアンス意識の向上 
機構に対するステークホルダーの信頼を確保する観点から、コンプライアンス

研修やコンプライアンスチェックシートによる自己検証について改善を行い、法
令遵守及び倫理観保持に対する役職員の意識向上を図る。 
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② 情報セキュリティ対策の強化、適切な文書管理等 

ⅰ) 情報セキュリティ対策の強化 
「政府機関等の情報セキュリティ対策のための統一基準群」の改正状況等を踏

まえ、機構として定める「情報セキュリティ対策基準」、「情報セキュリティ実施
手順書」等について適時見直しを行う。 
また、令和３年度情報セキュリティ対策推進計画を策定し、同計画に基づき、

適切な情報セキュリティレベルを確保するため、各種脆弱性診断、情報セキュリ
ティ研修、標的型メール攻撃訓練等を実施する。 

ⅱ) 適切な文書管理及び情報公開 
文書管理、情報公開については、「公文書等の管理に関する法律」（平成21年

法律第66号）、「独立行政法人等の保有する情報の公開に関する法律」（平成13
年法律第140号）等に基づき、適切に対応する。その際、法令の改正や行政機関
における運用の動向等を踏まえ、「文書管理規程」、「情報公開規程」等について
適時見直しを行う。 
また、関係法令等の周知徹底を図るため、担当職員等を対象とする文書管理・

情報公開研修を実施する。 

③ 業務運営に係る体制の強化・改善、組織の活性化 

ⅰ) 人事、組織の活性化に関する取組 
人事評価制度については、令和２年度に引き続き、着実な運用と検証を行う。

また、働き方改革の推進に当たっては、時間外労働の適正管理、年次有給休暇の
確実な取得、テレワークの活用等、職員の健康管理とワーク・ライフ・バランス
に配慮し、より生産性を向上させるための取組を引き続き行う。 
さらに、研修計画に基づく各種研修、例えばキャリアデザイン等に関する研修

や環境の最新情勢についてのトピックス研修等を引き続き実施し、組織の将来像
を描ける人材の育成を図るとともに、外部研修への参加等を通じて視野を拡げ、
ミッションを達成するために様々なステークホルダーのニーズに的確に対応でき
る人材の育成を図る。加えて、受講者へのアンケート等を踏まえつつ、より実践
的かつ効果的な研修内容となるよう見直す。 

    また、女性活躍推進の取組として、女性活躍推進法に基づく一般事業主行動計画
を令和４年３月までに策定する。 

ⅱ) 業務実施体制の強化・改善等 
「ERCA業務継続計画（BCP）」の改善内容を周知するとともに、令和２年度の

２度にわたるBCPの発動の経験や内部検証の結果等を踏まえ、引き続き内容の点
検、訓練の実施等により、実効性の確認を行い、運用する。 
法人文書管理体制について、文書管理・電子決裁システムの構築を行う。ま

た、システムの導入に合わせて法人文書管理プロセスの標準化及び電子化に取り
組むとともに、外部倉庫の集中管理のあり方についても見直しを行う。 

ⅲ) 業務における環境配慮の推進 
業務における環境配慮を徹底し、環境負荷の低減を図るため、環境配慮の実行

計画を定めるとともに、自己点検を実施し、環境配慮の取組を職員に促し、省エ
ネルギー（電気使用量の削減）、省資源（用紙使用量の削減）及び廃棄物の排出
抑制に努める。さらに、オフィスにおける業務活動に係る環境負荷だけでなく、
事業活動による影響や調達の改善に向けて、多角的な視点から検討を行う。 
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温室効果ガスの排出抑制に向けて、「独立行政法人環境再生保全機構がその事
務及び事業に関し温室効果ガス排出削減等のため実行すべき措置について定める
実施計画」についてPDCAサイクルに基づき、着実な進展を図るとともに、中間
目標の達成状況及び国の動向を踏まえて、実施計画について見直しを行うものと
する。 
令和２年度の事業活動に係る環境報告書の作成、公表に当たっては、事業報告

書と統合することにより、国民に対する情報発信ツールとしてさらに効果的な活
用方法について検討を行う。 

ⅳ) 災害への対応等 
東日本大震災以降、被災地域の環境再生が環境行政の大きな任務の一つになり

自然災害の激甚化・頻発化など気候変動の影響の拡大が懸念される中、災害対策
の着実な実施が求められている状況を踏まえ、環境省の災害廃棄物処理に係る情
報収集などの災害対応に取り組む。 

④ 中期目標期間を超える債務負担 

中期目標期間を超える債務負担については、当該債務負担の必要性が認められる場
合には、次期中期目標期間にわたって契約を行うことがある。 
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令和３年度計画予算

（　総　　　計　）
（単位：百万円）

金額

収入
運営費交付金 6,682
国庫補助金 245
その他の政府交付金 11,114
業務収入 29,010
運用収入 802
その他収入 170

  計 48,022

支出
業務経費 55,400
公害健康被害補償予防業務経費 39,221
　うち人件費 307
石綿健康被害救済業務経費 5,506
　うち人件費 298
環境保全研究・技術開発業務経費 5,273
　うち人件費 126
基金業務経費 5,119
　うち人件費 139
承継業務経費 280
　うち人件費 102

一般管理費 1,144
　うち人件費 513

  計 56,544

［人件費の見積り］
　令和3年度　1,202百万円を支出する。

（注）各欄積算と合計欄の数字は、四捨五入の関係で一致しないことがある。

区　　　　分

　ただし、上記の額は、役員報酬並びに職員基本給、職員諸手当、超過勤務手当に相当
する範囲の費用である。
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（　公害健康被害補償予防業務勘定　）
（単位：百万円）

補償事業 予防事業 合計金額

収入
運営費交付金 355 -                355
国庫補助金 41 204 245
その他の政府交付金 7,038 -                7,038
業務収入 27,403 -                27,403
運用収入 -                496 496
その他収入 0 -                0

  計 34,837 700 35,537

支出
業務経費
公害健康被害補償予防業務経費 38,524 697 39,221
　うち人件費 198 109 307

一般管理費 179 119 298
　うち人件費 81 54 134

  計 38,703 816 39,519

（注）各欄積算と合計欄の数字は、四捨五入の関係で一致しないことがある。

（　石綿健康被害救済業務勘定　）
（単位：百万円）

収入
その他の政府交付金
業務収入
その他収入

  計

支出
業務経費
石綿健康被害救済業務経費
　うち人件費

一般管理費
　うち人件費

  計

（注）各欄積算と合計欄の数字は、四捨五入の関係で一致しないことがある。

区　　　　分

区　　　　分

金額

4,076
131
21

4,229

5,885

5,506
298
378
168
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（　環境保全研究・技術開発勘定　）
（単位：百万円）

収入
運営費交付金
その他収入

  計

支出
業務経費
環境保全研究・技術開発業務経費
　うち人件費

一般管理費
　うち人件費

  計

（注）各欄積算と合計欄の数字は、四捨五入の関係で一致しないことがある。

（　基金勘定　）
（単位：百万円）

地球基金
事業

PCB基金
事業

維持管理
事業

合計
金額

収入
運営費交付金 957 34 39 1,030
運用収入 57 -           249 306
その他収入 23 14 -           38

  計 1,037 48 288 1,374

支出
業務経費
基金業務経費 913 3,937 269 5,119
　うち人件費 111 14 14 139

一般管理費 153 19 19 191
　うち人件費 71 9 9 88

  計 1,066 3,956 288 5,310

（注）各欄積算と合計欄の数字は、四捨五入の関係で一致しないことがある。

5,273

165
72

5,437

区　　　　分

区　　　　分 金額

126

5,297
27

5,324
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（　承継勘定　）
（単位：百万円）

収入
業務収入
その他収入

  計

支出
業務経費
承継業務経費
　うち人件費

一般管理費
　うち人件費

  計

（注）各欄積算と合計欄の数字は、四捨五入の関係で一致しないことがある。

区　　　　分 金額

1,476
83

1,559

280

393

102
113
50
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（　総　　計　）
（単位：百万円）

金　　　　額

費用の部 57,959
経常費用 57,959
公害健康被害補償予防業務経費 39,204
石綿健康被害救済業務経費 5,515
環境保全研究・技術開発業務経費 5,278
基金業務経費 5,120
承継業務経費 1,603
一般管理費 1,088
減価償却費 151
財務費用 2

収益の部 57,678
経常収益 57,678
運営費交付金収益 6,838
国庫補助金収益 245
その他の政府交付金収益 7,963
石綿健康被害救済基金預り金取崩益 4,914
ポリ塩化ビフェニル廃棄物基金預り金取崩益 3,922
業務収入 32,538
運用収入 802
その他の収益 324
財務収益 132

純利益（△純損失） △ 281
前中期目標期間繰越積立金取崩額 284
総利益（△総損失） 3

（注）各欄積算と合計欄の数字は、四捨五入の関係で一致しないことがある。

令和３年度収支計画

区　　　　分
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（　公害健康被害補償予防業務勘定　）
（単位：百万円）

補償事業 予防事業 合計金額

費用の部 38,713 820 39,533
経常費用 38,713 820 39,533
　公害健康被害補償予防業務経費 38,507 696 39,204
  補償業務費 38,507 -                   38,507
  予防業務費 -                      696 696

　一般管理費 170 112 282
　減価償却費 36 11 47
　財務費用 0 0 0

収益の部 38,708 700 39,407
経常収益 38,708 700 39,407
　運営費交付金収益 402 -                   402
　国庫補助金収益 41 204 245
　その他の政府交付金収益 7,038 -                   7,038
　業務収入 31,194 -                   31,194
　資産見返負債戻入 17 -                   17
　賞与引当金見返に係る収益 11 -                   11
　退職給付引当金見返に係る収益 5 -                   5
　運用収入 -                      496 496
　財務収益 0 -                   0

純利益（△純損失） △ 5 △ 120 △ 125
前中期目標期間繰越積立金取崩額 6 120 127
総利益（△総損失） 1 -                   1

（注）各欄積算と合計欄の数字は、四捨五入の関係で一致しないことがある。

（　石綿健康被害救済業務勘定　）
（単位：百万円）

費用の部
経常費用
　石綿健康被害救済業務経費
　一般管理費
　減価償却費　
　財務費用

収益の部
経常収益
　石綿健康被害救済基金預り金取崩益
　その他の政府交付金収益
　資産見返負債戻入
　賞与引当金見返に係る収益 37
　退職給付引当金見返に係る収益 25

純利益（△純損失）
総利益（△総損失）

（注）各欄積算と合計欄の数字は、四捨五入の関係で一致しないことがある。

925
3

362

-
-

27

5,904
5,904
4,914

1

区   　　　分

区   　　　分 金　　　　額

5,904
5,904
5,515
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（　環境保全研究・技術開発勘定　）
（単位：百万円）

費用の部
　 経常費用
　環境保全研究・技術開発業務経費
　一般管理費
　減価償却費　
　財務費用

収益の部
　 経常収益
　運営費交付金収益
　資産見返負債戻入
　賞与引当金見返に係る収益
　退職給付見返に係る収益

純利益（△純損失）
総利益（△総損失）

（注）各欄積算と合計欄の数字は、四捨五入の関係で一致しないことがある。

（　基金勘定　）
（単位：百万円）

地球基金事業 PCB基金事業 維持管理事業 合計金額

費用の部 1,070 3,956 289 5,316
経常費用 1,070 3,956 289 5,316
  基金業務経費 913 3,937 269 5,120
　　地球環境基金業務費 913 -                 -                 913
 　  ポリ塩化ビフェニル廃棄物処理業務費 -                 3,937 -                 3,937
　　維持管理積立金業務費 -                 -                 269 269
  一般管理費 145 18 18 181
  減価償却費 12 1 2 15
  財務費用 0 0 0 0

収益の部 1,071 3,956 289 5,317
経常収益 1,071 3,956 289 5,317
　運営費交付金収益 973 31 37 1,041
　 ポリ塩化ビフェニル廃棄物基金預り金取崩益 -                 3,922 -                 3,922
  地球環境基金運用収益 57 -                 -                 57
  維持管理積立金運用収益 -                 -                 249 249
　資産見返負債戻入 2 0 0 3
  寄附金収益 16 -                 -                 16
　賞与引当金見返に係る収益 14 2 2 18
　退職給付見返に係る収益 9 1 1 11

純利益（△純損失） 1 0 0 1
総利益（△総損失） 1 0 0 1

（注）各欄積算と合計欄の数字は、四捨五入の関係で一致しないことがある。

1

区　　　　分

8

1

5,475
5,475
5,395
57
15

39
0

金　　　　額

5,474
5,474
5,278
157

区   　　　分
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（　承継勘定　）
（単位：百万円）

費用の部
経常費用
　承継業務費
  一般管理費

   減価償却費
  財務費用

収益の部
経常収益
　事業資産譲渡高
　貸付回収金 2
　資産見返負債戻入
　財務収益
　雑益

純利益（△純損失）
前中期目標期間繰越積立金取崩額
総利益（△総損失）

（注）各欄積算と合計欄の数字は、四捨五入の関係で一致しないことがある。

106
1,603

-

1,342

17
132
83

24
0

△157
157

区   　　　分 金　　　　額

1,733
1,733

1,576
1,576
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（　総　　計　）
(単位：百万円）

金　　　　額

業務活動によるキャッシュ・フロー △ 2,628
業務活動による支出 △ 57,673
業務活動による収入 55,045
運営費交付金収入 6,717
国庫補助金収入 245
その他の政府交付金収入 11,114
業務収入 29,011
運用収入 838
その他の収入 7,120

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 927
投資活動による支出 △ 184,384
投資活動による収入 183,457

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 56
財務活動による支出 △ 79
財務活動による収入 23

資金増加額（△資金減少額） △ 3,611

資金期首残高 17,895
資金期末残高 14,284

（注）各欄積算と合計欄の数字は、四捨五入の関係で一致しないことがある。

令和３年度資金計画

区　　　　分

-31-



（ 公害健康被害補償予防業務勘定 ）
(単位：百万円）

補償事業 予防事業 合計金額

業務活動によるキャッシュ・フロー △ 3,770 △ 103 △ 3,873
業務活動による支出 △ 38,608 △ 802 △ 39,410
業務活動による収入 34,838 700 35,537
運営費交付金収入 355 -                   355
国庫補助金収入 41 204 245
その他の政府交付金収入 7,038 -                   7,038
業務収入 27,403 -                   27,403
運用収入 0 496 496

投資活動によるキャッシュ・フロー 2,500 -                   2,500
投資活動による支出 △ 26,000 △ 2,300 △ 28,300
投資活動による収入 28,500 2,300 30,800

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 14 △ 8 △ 22
財務活動による支出 △ 14 △ 8 △ 22

資金増加額（△資金減少額） △ 1,284 △ 111 △ 1,395

資金期首残高 1,755 1,142 2,897
資金期末残高 471 1,031 1,502

（注）各欄積算と合計欄の数字は、四捨五入の関係で一致しないことがある。

（　石綿健康被害救済業務勘定　）
(単位：百万円）

業務活動によるキャッシュ・フロー
業務活動による支出
業務活動による収入
その他の政府交付金収入
業務収入
運用収入

投資活動によるキャッシュ・フロー
投資活動による支出　　
投資活動による収入

財務活動によるキャッシュ・フロー
財務活動による支出　　 △ 26

資金増加額（△資金減少額）

資金期首残高
資金期末残高

（注）各欄積算と合計欄の数字は、四捨五入の関係で一致しないことがある。

区   　　　分

区　　　分 金　　　　額

△ 1,938
△ 6,167
4,229
4,076
131
21

△ 500

△ 2,464

4,364
1,900

△ 26

△ 55,000
54,500
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(　環境保全研究・技術開発勘定　）
(単位：百万円）

業務活動によるキャッシュ・フロー
業務活動による支出
業務活動による収入
運営費交付金収入

投資活動によるキャッシュ・フロー
投資活動による収入

財務活動によるキャッシュ・フロー
財務活動による支出

資金増加額（△資金減少額）

資金期首残高
資金期末残高

（注）各欄積算と合計欄の数字は、四捨五入の関係で一致しないことがある。

（　基金勘定　）
(単位：百万円）

地球基金事業 PCB基金事業 維持管理事業 合計金額

業務活動によるキャッシュ・フロー △ 2 △ 3,906 6,041 2,133
業務活動による支出 △ 1,051 △ 3,954 △ 1,285 △ 6,290
業務活動による収入 1,050 48 7,326 8,423
運営費交付金収入 992 34 39 1,065
運用収入 57 14 249 321
その他の収入 -                    -                  7,037 7,037

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 900 4,000 △ 4,000 △ 900
投資活動による支出 △ 2,080 △ 26,000 △ 65,950 △ 94,030
投資活動による収入 1,180 30,000 61,950 93,130

財務活動によるキャッシュ・フロー 12 △ 1 △ 1 10
財務活動による支出 △ 11 △ 1 △ 1 △ 13
財務活動による収入 23 -                  -                  23

資金増加額（△資金減少額） △ 889 93 2,040 1,243

資金期首残高 4,307 542 3,332 8,182
資金期末残高 3,418 635 5,372 9,425

（注）各欄積算と合計欄の数字は、四捨五入の関係で一致しないことがある。

27

△ 10
△ 10

区　　　分

区　　　　分

27

△ 111

165
54

金　　　　額

△ 128
△ 5,425
5,297
5,297
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(　承継勘定　）
(単位：百万円）

業務活動によるキャッシュ・フロー
業務活動による支出
業務活動による収入
業務収入
その他の収入

投資活動によるキャッシュ・フロー
投資活動による支出
投資活動による収入

財務活動によるキャッシュ・フロー
財務活動による支出

資金増加額（△資金減少額）

資金期首残高
資金期末残高

（注）各欄積算と合計欄の数字は、四捨五入の関係で一致しないことがある。

区　　　　　分 金　　　　額

1,178

1,559
1,476
83

△ 381

2,286

△ 2,054

1,402

△ 7,054
5,000

△ 8
△ 8

△ 885
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